様式第１号（第７条関係）
　　年　　月　　日

宇部市長　様
所在地
名　称
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（担当者　所属　　　　　　氏名　　　　　　　）
　　　　
年度宇部市人材確保支援事業費補助金交付申請書

[bookmark: _GoBack]　宇部市人材確保支援事業費補助金交付要綱第７条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請します。

記
１　交付申請額　　　金　　　　　　　　円

	対象事業
	対象経費①
	補助率②
及び
上限額③
	①×②＝④
	交付申請額
③≧④の場合④
④≧③の場合③

	□就職・転職情報サイト会社情報掲載事業
	千円
	


②１／２
③200千円
	千円
	千円

	□県外で開催される合同企業説明会等参加事業
	千円
	
	千円
	千円

	□採用に関するホームページ作成・改修事業
	千円
	
	千円
	千円

	□採用活動のオンライン化を行う事業
	千円
	
	千円
	千円

	□採用に関する企業PR動画制作事業
	千円
	
	千円
	千円


※上記対象事業のうち、申請する対象事業を選択（☑）し、右欄を記入してください。
※申請が可能な対象事業は、１事業者につき上記のうち１事業となります。
※対象経費①は、消費税抜きの金額となります。
※交付申請額の欄は、千円未満の端数は切り捨てとします。
２　添付資料
　（１）事業計画書（別紙１）
　（２）収支予算書（別紙２）
　（３）誓約書（別紙３）
　（４）法人登記事項証明書（現在事項全部証明書）（発行日から３か月以内のもの）
　（５）納税証明書（市税の滞納がないことを証する証明）
（６）その他
①事業概要がわかる資料
②補助対象経費の算出根拠となる資料（見積書等）






別紙１
事業計画書
１申請者の概要
	申請者の名称
	

	代表者の役職・氏名
	

	所在地
	

	担当者（所属・氏名）
※必ずご記入ください。
	

	電話番号・ＦＡＸ番号
	

	メールアドレス
	

	資本金額
	

	従業員数
	

	業種及び主たる事業
	



２事業の概要
	対象事業
	概要

	就職・転職情報サイト会社情報掲載事業
	掲載サイト名称
	

	
	掲載開始予定日
	

	
	企画内容
（見積書に記載された企画内容明細を記載すること）
	




	県外で開催される合同企業説明会等参加事業
	名称、規模、開催時期開催場所など
	




	採用に関するホームページの作成・改修事業
	掲載内容、委託先、委託内容等
	




	採用活動のオンライン化を行う事業

	導入するWeb会議システム、面接ツール、情報通信機器の内容、サービス名等の詳細
	

	採用に関する企業PR動画制作事業
	制作内容、委託先、委託内容等
	





３　採用予定者数（市内事業所への採用に限る）
	採用予定者区分
	人数（人）

	転職希望者
	

	一般離職者
	

	大学院生
	

	大学生
	

	短大生
	

	高専生
	

	専門学校生
	

	高校生
	

	その他
	


※派遣及び有期雇用契約による採用を除く。

























別紙２
収支予算書

１　資金調達内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	予算額
	備考

	自己資金等
	
	自社の負担金

	その他
	
	

	本補助金
	
	市からの補助金

	合計
	
	



２　資金支出内訳
	区分
	補助事業に要する経費
	補助対象経費
	内容の説明
（積算の根拠）

	サイト掲載料

	
	
	

	委託料

	
	
	

	出展料

	
	
	

	

	
	
	

	

	
	
	

	

	
	
	

	

	
	
	

	

	
	
	

	

	
	
	

	

	
	
	

	合計
	
	
	









別紙３
誓約書

宇部市長　様

所在地
名　称
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　年度宇部市人材確保支援事業費補助金の交付申請を行うにあたり、下記の事項について相違がないことを誓約します。

記

１　本補助金の活用により、人材の採用に至った場合は、採用者について宇部市内の事業所への配属を行います。

２　過去３年間、就職・転職情報サイトを利用した実績はありません。
（※就職・転職情報サイトに会社情報を掲載する事業の交付申請を行う場合）

３　本補助金の交付申請に係る事業は、国・県その他の公的機関から補助金等の交付を受けて実施するものではありません。

４　本補助金の交付申請に係る一切の費用については、補助金の採択および不採択にかかわらず、交付申請者の負担となることに同意します。また、万一、交付申請に係る委託契約等において、契約上の損害等が発生した場合も交付申請者の負担となることに同意し、市に対し異議申し立てを行いません。














